
   

経営発達支援計画の概要 

実施者名 
筑北村商工会（法人番号：9100005006453） 

筑北村（地方公共団体コード：204528 

実施期間 令和 7年 4月 1日～令和 12年 3 月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標： 

①管内の商業者・サービス業と他業種との連携による販路開拓事業の推進 

②産業構造の中で最も多い建設業の支援 

③観光業及び関連する他業種への支援 

④筑北村を生かした創業支援と、創業後間もない事業者への事業計画策定支援 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域経済動向調査に関すること 

 ①地域経済システム「RESAS」の活用と提供 

 ②管内景気動向調査 

４．需要動向調査に関すること 

 小規模事業者の商品・サービス・技術について調査を実施し、調査結果の分

析を行い既存商品のブラッシュアップの促進、新商品開発、新サービス導入

の促進を図る。 

 ①商業・サービス業の需要動向調査 

 ②建設業の需要動向調査 

 ③観光業の需要動向調査 

５．経営状況の分析に関すること 

 ①小規模事業者の経営分析を行うことで、事業者の現状把握と理解を行い 

  課題の抽出を行い、課題解決策を講じる 

６．事業計画策定支援に関すること 

 ①経営分析を踏まえ、筑北村の地域資源を活かした事業計画策定支援の実 

施。 

 ②創業セミナーを開催、小規模事業者の事業計画策定につなげる。 

 ③事業計画作成を支援するとともにＤＸへの取組みを強化し、小規模事 業

者の競争力の維持・強化する。 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 ①事業計画策定を行った小規模事業者に対して、定期的継続的なフォローア 

ップの実施。 

８．新たな需要の開拓支援に寄与する事業に関すること 

 ①販売促進会事業  

 ②建設業の需要開拓事業 

 ③キャッシュレス決済の導入による観光需要の開拓、ＥＣサイトの導入促進 

支援による販路開拓支援。 

連絡先 

筑北村商工会 

〒399-7601 長野県東筑摩郡筑北村坂北 2191-1 

TEL：0263-66-2444  FAX：0263-66-3116 E-Mail：chikuhoku-sci@go.tvm.ne.jp  

筑北村観光課 

〒399-7501長野県東筑摩郡筑北村西条 4195 

TEL：0263-66-2313  FAX：0263-66-3010 E-Mail：kanko@vill.chikuhoku.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状と課題 

  ①現状 

  ア．村の概要： 

   筑北村は、北は千曲市・麻績村・長野市、東は上田市・青木村、南は松本市、西 

は安曇野市・生坂村に隣接し、標高 655ｍ（筑北村役場付    

近）に位置する。東西約 14.5km、南北約 12．0km、周囲約  

69km、総面積 99.5㎢で、県内の市町村 77あるうちでは 49 

番目の規模となり、周りを山々に囲まれた自然豊かな中山 

間地域である。 

平成 17年に本城村・坂北村・坂井村の 3カ村が行政合併 

し、筑北村が誕生した。 

  イ．地域経済： 

当地域の経済圏は、筑北村・麻績村の 2村の筑北地域であ    

り、地域の交通網は、長野自動車道が通り、麻績ＩＣ（麻績    

村）が設置されている。令和 5年 12月 17日長野県初本線 

直結の筑北スマートインターチェンジが開通した。また、Ｊ 

Ｒ篠ノ井線が走り西条駅（本城地域）・坂北駅（坂北地域）・ 

聖高原駅（麻績村）・冠着駅（坂井地域）と当地域に４駅あ 

り、交通の便には恵まれているが、村外への人口流出が多く     

なっている。 

  ウ．人口： 

  ・筑北村は人口減少と少子高齢化が進んでおり、高齢化比率は令和 6年 3 月時点で 47.2％と 

   なっており、長野県平均値 33.1％と比べても高い。 

  ・人口は、今後も大きく減少し、令和 27年（2045年）には 2,200人まで落ち込み、それに合わ 

せて高齢化率も上昇し 58％と予測されている。近年は、独居世帯も増えてきており 

全世帯数の半分まで迫っている。自動車免許の返納や身体の老化等により生活（買い物・通院・ 

移動手段）をしていく上でも苦慮している村民がいる。 

 

年 度 人 口 ６５歳以上 高齢化率 

平成２２年（2010年） ５，１７２人 １，９２１人 ３７．１％ 

平成２７年（2015年） ４，７３０人 １，９８１人 ４１．９％ 

平成３１年４月末 ４，５２４人 ２，００３人 ４４．２％ 

令和６年３月 ３，９９２人 １，８８６人 ４７．２％ 
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 エ．観光： 

 ・修那羅山安宮神社： 

日差しをさえぎるブナやクリが繁る林の中に猫神や狼神、鬼

や蚕神、お地蔵さんに大日如来、手をつないだ姉妹像、さま

ざまな表情の石神仏たちと腰巻が奉納された子安様で石神

仏の間を歩くと俗世間から切り離されたかのような神々し

い空気が漂い、不思議な感覚に包まれる。庶民の祈りや願い

に彩られたこの地は、パワースポットとして若者や若い夫婦

にも人気がある。 

 

 

 ・青柳宿大切通し 

青柳地区のはずれ、麻績村への経路に、岩山をきりひらい   

た切通しが二ヶ所ある。「大切通し」道幅 3.3m、長さ 26m、 

高さ 6m余。天正 8年（1580）青柳伊勢守頼長が切り開き、 

その後更に 3回の普請が行われた。岩山の右壁面上部に、 

その碑文が彫られている。「是に依て、旅人并に牛馬の往来 

聊も煩ハしき事なく、野を越え山を越して麻績宿に到る」と 

善光寺道名所図會に記されている。 

 

 

 オ．特産品： 

  ・はぜかけ米‥‥天日干しによる「はぜかけ米」は、機械乾

燥と違い太陽の光と風とでゆっくりと乾

燥させるため、自然の力と時間が米の旨

味、粘りをじっくりと引き出してくれる。 

          「筑北米」として多くの飲食店に収めてい

る。コロン禍以降、食の健康志向も高まり、  

          天日干しによるはぜかけ米の需要は高ま

っている。 

   

 

 

 

【出典：村総合計画：人口ビジョンより抜粋】 

修那羅山安宮神社 

青柳宿大切通し 

筑北村 はぜかけ米 



３ 

 

・西条ハクサイ‥‥主に東山の農家が中京圏向けに生産している 

長さ約 30～40センチ、直径 15センチほどのハクサイで、かつ 

ては県内有数のブランド野菜として筑北地域一帯で生産され篠 

ノ井線に専用の輸送列車が走るほどだったが、現在は農家数軒 

がまとまった量を生産している。近年は地域住民が西条ハクサ 

イを使って本格キムチを作るなど、新たな利用の動きもある。 

西条ハクサイの魅力は葉の柔らかさで鍋物や漬物にも向いてい 

る。通常のハクサイの２倍の価格で取引されている。 

   

 

 

カ．産業： 

 （a）業種別の商工業者数： 

 ・当村の産業は、農業が主体でほとんどが兼業農家である。商工業数はここ 5年間の推移では、 

  商工業者数全体では２％の増となっているが、小売業▲8.7％、製造業▲5.0％、建設業▲4.9％

となっている。逆に飲食店は+28.6％、サービス業が+16.7％と増加傾向にある。 

  小売業の減少は、経営者の高齢化による後継者不在による廃業、近隣市町村の大型店進出の影響

が大きい。 

製造業も経営者の高齢化による後継者不在による廃業により減少。 

 ・業種別の割合では令和 5 年度では、小売業者が一番高く 27.1％、次いで建設業者 25.2％となっ 

ている。 

 ・山々に囲まれ森林資材が豊富なため林業が盛んであり、村の総合戦略では、村の資源である山林 

を生かした木質バイオマスによるエネルギーを村内で循環型活用し、山々の風景も美しく維持 

される村を目指している。 

    
 

（ｂ）業種別の課題： 

 ＜Ⅰ．建設業の課題＞ 

 ・松筑建設労働組合（筑北村、東筑摩郡・松本市の建設業者からなる組合）と商工会との連携が薄 

い。 

 ・事業承継で後継者不在の小規模事業者が多い。 

   

 

 

 

 

 

 ＜Ⅱ．小売業・卸業の課題＞ 

 ・長野市・松本市・上田市などへのアクセスの良さと、令和 5年 12月 17日（日）に長野自動車道

に筑北スマートインターチェンジが開通したことで、長野市、松本市への買い物の利便性が増し

商工業者数

「令和元年度～令和5年度　商工業者数の推移」

25.2% 12.3% 3.9% 27.1% 11.6% 9.0% 11.0%令和5年度　業種別割合

0.0% -8.7% 28.6% 16.7% 30.8%

6 42 18 14 17

6 42 18 14 16

6 43 16 14 17

46 15 12 16

6 46 14 12 13

サービス その他

18

19

-5.0%

卸業 小売業 飲食業

6

製造業

2041

39

40

38

152

153

39

-4.9%

19

19

建設

155

152

155

2.0%

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

５年度対元年度増減率

年　　度

令和元年度

筑北村東山地区の 

ハクサイ生産の様子 

※長野県と商工会が連携し令和 6年度に実施した「事業承継アンケート」の結果から、

建設業者の後継者不在率は 76％と他業種と比べて高い（製造業 60％・卸、小売 53％・

サービス 75％・飲食、宿泊 60％）結果となっている。 
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地元小売業者の売上減少につながっている。 

 ・人口の減少と高齢化率の上昇（47.2％）、独居、高齢者世帯の増加による買い物弱者が増加して

おり、買い物弱者対策が大きな課題である。 

 ＜Ⅲ．製造業の課題＞ 

 ・筑北村は突出した製造業製品はなく、特産品の開発、地場産業を活用した商品開発の支援が今後 

の課題である。 

 ＜Ⅳ．観光業の課題＞ 

 ・筑北村の観光名所は安宮神社を始め、乱橋宿、青柳宿がありますが、知名度が低いことが課題で 

ある。 

 ・筑北村は誘客の大きな観光資源がなく、行政等が企画するイベントと通じて知名度の向上を図っ 

ているが、効果はない。地域資源を活かした観光客の誘客が課題である。 

 ＜Ⅴ．農業の課題＞ 

 ・筑北村は総合戦略として「はぜかけの風景が残る、おいしい農産物のとれる村づくり」を掲げて

おり、今後「はぜかけ」の風景が将来にわたって残り、良質な土壌と水が育む「おいしい米がと

れる村」「おいしい農産物がとれる村」として、知名度を上げることが課題である。 

  今後は、はぜかけ米をブランド米として広め、農家の耕作意欲を高める必要がある。 

 ＜Ⅶ．総合的課題＞ 

・長野市・松本市・上田市などへのアクセスの良さと地域内に働く事業所が少ないため村外へ居住

を求める若者が増えたことにより人口が減少している。 

・事業承継において、後継者不足が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

キ．今後 5年間における経営環境の変化 

  ・小規模事業者の高齢化、後継者不足は益々深刻化し、特に小売卸業、建設業は事業廃業も増え

ることが予測される。一方、新規創業者の相談も増えており、事業承継者と新規創業者とのマ

ッチングの支援が増加することが予測される。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な支援の在り方 

  ①10年程度の期間を見据えて 

  ・平成 26年度の商工業者数は 174事業所で、令和 5年度は 155事業所となり、ここ 10年余りで

10.9％もの商工業者が減少している現状を鑑み、これから 10 年先を見据えた筑北村のビジョ

ンを考えると、地域が発展していく上では商工業者（小規模事業者を含む）を持続的、且つ安

定的に維持していくことが必要となってくる。 

   商工会としては、村の総合計画を踏まえ、地域にある総合経済団体として地域内における商工

業の継続的な発展に向けて支援を実施する。今まで取り組んできた経営改善普及事業による経

営基盤安定化のための支援は継続しつつ、小規模事業者が自社の継続的な発展に何が必要かを

考えて実践するための事業計画の立案や、企業として一歩先の攻めの経営への伴走型支援をす

る。併せて、長野県・筑北村・地域金融機関など支援機関との連携強化を図り、事業者が自ら

事業を改善し続けられるような環境を整備し、やる気のある企業を増やし、地域全体の活性化

と魅力向上に努め、持続的且つ安定的な事業経営の支援を行うことで、小規模事業者が 10 年

後も健全に経営できることを目指す。また、新規創業者の増加などにつながるような地域貢献

を図る。 

②筑北村総合計画との連動性・整合性 

≪令和５年７月後継者不在率： 

① 建設業 76％ ②サービス業 75％ ③製造業・飲食、宿泊業 60％ ④卸、小売業 53％ 

８月に実施した長野県、市町村事業承継事業 筑北村アンケート結果より≫ 

■後継者不在率平均：65％ 
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・村は、平成 29 年 3 月に「第 2 次筑北村総合計画 後期基本計画」（Ｈ24～28 年）を策定し、

第 4章で「独創性ある産業が育つむらづくり」を目指している。     

その中で、目指すべき方向は「商工会と連携した新たなサービス・商品の開発、新たな販売経

路や宅配制の確立、販売促進などの充実、立地条件の不利を逆手にとった商売など、地元商店

の利用促進を促す必要がある」「土着的起業・創業を支援する」としている。引き続き平成 29

年 3月に「第二次筑北村総合計画」（10年間）（平成 29年度～Ｒ3年度（前半）Ｒ4年度～Ｒ8

年度（後期）を策定され、「観光・交流と農業を中心に独創性ある産業が育つむらづくり」を

目指していくと記載されているが、商工業の振興については、引き続き商工会との連携による

商工業の育成が求められている。 

  

  ③商工会としての役割 

    ・当商工会は、地域内の小規模事業者に対して「金融支援」「税務支援」「補助金等申請支援」「共

済・年金・保険制度の提供」を中心に地域事業者の経営安定や福利厚生の向上に取り組んでき

た。また、令和 2年度から取り組んだ経営発達支援計画に基づき、小規模事業者に対し伴走型

支援を実施してきた。 しかし、「少子高齢化による過疎化」、「新型コロナウイルス感染拡大に

よる新たな生活スタイル等の出現」「原材料の高騰」などの外部環境の急激な変化により、小

規模事業はこれまで経験したことのない経営環境に置かれており、個社のみで経営の持続的発

展を遂げていくことは難しい時代となった。さらに、小規模事業者の多くは大企業と異なり、

ヒト・モノ・カネ・情報等の経営資源に制約があり、それぞれの企業の実情に応じた支援が必

要となっている。そこで事業所ごとに、外部環境の変化を捉え、自社の「強み」を活用した施

策を講じることがこれまで以上に必要となっている。今後は、個々の小規模事業者の状況を分

析し、事業の方向性を明確にするとともに、事業者の実態に即した事業計画の策定支援を行う

必要がある。 当商工会の役割は、地場産業の現状や産業振興における指針を踏まえつつ、他

の関係機関や専門家と連携を図りながら、個々の事業者に応じた支援を提供することである。

また、小規模事業者の「強み」を活かした他社との差別化を行い、小規模事業者の持続的発展

且つ安定的な経営の維持を支えていくことが使命であり、与えられた役割である。 

    

（３）経営発達支援事業の目標 

   上述のような地域の特性（強み、弱み）、課題を踏まえ、筑北村、長野県商工会連合会、長野

県よろず支援拠点、日本政策金融公庫、地元金融機関、関係機関等と連携し、小規模事業者の

経営力・技術力の向上、販売促進、売上高の増加を継続的に支援し、地域事業者の持続的発展

且つ安定的な経営の維持を推進する。「10年後も事業が健全に経営できる支援を行う。 

 

【目標①】 

主産業の建設業者、小売業の支援を行うことで、個社の持続的発展且つ安定的経営の維持を 

図る。 

【目標②】 

小規模事業者が地域イベント等に積極的な参加により地域内外の需要を創造し持続的且つ 

安定的な経営を行うことを目指す。 

【目標③】 

ＩＴ利用のレベルアップを図り、持続的且つ安定的な経営を目指す。 

    

【地域への裨益目標】 

上記【目標①】～【目標③】により、小規模事業者の経営力の向上が図られ村の小規模事業者

が持続的に経営することで村の小規模事業者の減少抑制につながり、村の「独創性ある産業が

育つむらづくり」の実現を目指す。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和 7年 4月 1日～令和 12年 3月 31日） 

（２）目標の達成に向けた方針 

 【目標①】 

主産業の建設業者、小売業の支援を行うことで、個社の持続的発展且つ安定的経営の維持を図 

る。 

 【目標①達成のための方針】 

  小規模事業者が自主的に自社の強みを打ち出し独自の技術、サービスの開発、提供を行うために 

  経営分析により自社の経営状況を把握し、課題の抽出を行い対話と傾聴による課題解決支援を

行うことで事業者自ら課題を認識できる支援を行う。同時に市場動向や競合の状況等の分析に

より外部環境を把握し経済動向調査、RESASを活用する。 

  分析結果を活用しながら、自社の強みを活かした経営の方向性を定め、事業計画策定につなげ

る。事業計画策定後は対話と傾聴を重視したフォローアップを行い、事業計画が達成できる支援

を行う。商品開発、新サービスに導入については、今まで独自で開発等できなかった小規模事業

者を積極的に支援をする。今まで独自で開発等行えなかった要因として、需要の把握、分析、 

が不十分であったこと、継続的な改善が実施できていなかったことが考えられる。 

実効性に高い計画を立て、市場ニーズを把握し商品、サービスの向上を図ることで小規模事業者 

の売上増加につながることが期待できる。 

  地域資源を活用した商品開発、新サービスに導入等について、農商工連携を積極的に行うことで 

  商品開発、新サービスの導入の機会を作り持続的且つ安定的の取り組みを行う。 

   

【目標②】 

  小規模事業者が地域イベント等に積極的な参加により地域内外の需要を創造し持続的且つ安定

的な経営を行うことを目指す。 

【目標②達成のための方針】 

   小規模事業者が自ら地域イベント等を通じて新規顧客獲得を図ることができていないのが現状

で、販路開拓の手法が解らない事業者が多いことが要因である。 

   小規模事業者に地域イベントを通じて地域内外に販路を開拓する機会を設け、事業計画策定

の実現に向けた支援を積極的に行う必要がある。 

  

【目標③】 

商工連が実施するＩＴ利活用応援プログラムを積極的に活用し、ＩＴに詳しくない事業者にも 

入口から相談に入り、課題を掘り起こすことを方針とする。 

 【目標③達成のための方針】 

  SNSを活用した販売促進は、不可欠の時代となり、今後小規模事業者が生き残るためにも、SNS 

  等の活用の推進を図ることは急務である。 

  SNSの実用性は認識しているが、事業者自ら SNS を積極的に活用していない現状を踏まえ、今後 

  は事業計画実現に向けた伴走型支援を積極的に行うことで小規模事業者の持続的且つ安定的な 

経営を目指す。 

  DXの推進として、ECサイトの構築、SNSによる販路開拓が想定されるが、IT活用によりお客様 

の声を収集し、商品、サービス改善に活用することで新規顧客獲得とリピート率の向上を図る。 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容 

３.地域の経済動向調査に関すること 

 （１）現状と課題 

  ＜現状＞ 
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  ・地域の経済動向は、決算、確定申告時の支援データ、融資の支援時の聞き取りや書類作成、 

   各事業者への景況調査実施時の聞き取りでしか把握できていないのが現状で、事業計画策定

の活用まで及んでいないのが現状である。 

  ＜課題＞ 

  ・今後は経営指導員の巡回訪問時や個別ヒアリング等の他に、国、関係機関等が提供するビッグ

データ等を活用し 専門的な分析を行っていく。支援を行う個社の状況はもとより、地域の状

況をしっかり把握するための調査方法・手段を確立し、得られた地域経済に関する情報を整

理・分析して、地域の事業者が容易に閲覧できるよう情報提供していくことが課題である。 

   

（２）目標 

  

 

 

（３） 事業内容  

a. ビッグデータ RESAS（地域経済分析システム）を活用し、産業ごとの地域経済の状況を把握

し、現状分析を行う。四半期ごとを目途に年 4回公表する。  

【分析を行う手法】  

・筑北村を連携して調査を実施する。特に「企業活動」マップ内（産業間取引・企業間取引）

のデータは行政限定のため筑北村と連携を行い情報収集を行う。 

・分析手法については、経営指導員が操作を行うが、関東経済産業局、長野県商工会連合会が

実施する操作に関する説明会に参加し操作方法について習得する。また、外部専門家を活用

してより詳細に分析を行う。 

【分析を行う項目】 

・地域経済循環マップ⇒生産分析により、稼ぐ力を分析する。 

・ 産業構造マップにより、産業別の現状を分析する。  

・ 産業特性ごとの事業所数、出荷額を把握し、課題を分析する。  

・ まちづくりマップ・From-To分析を行い、人の動きなどを分析する。  

b．小規模事業者を対象に 4半期に１回のアンケート調査の実施 

 【分析を行う手法】 

   ・長野県商工会連合会で実施している「中小企業景況調査票（四半期毎実施）」のアンケー 

ト結果を基に小規模事業者を対象に 4半期に 1回、アンケート調査を実施して行う。 

「対話・傾聴」を重点に、郵送でなく巡回による聞き取りで実施する。 

【分析を行う項目】 

    ・小規模事業者の業種別（小売業、卸業、製造業、建設業、飲食業、宿泊業、その他サービ 

ス業）の景気動向について情報収集を行う。業種別の四半期ごとの景気動向と今後の予測 

について調査を行う。 

   ｃ．地域金融機関発行の景況冊子の活用 

   【分析を行う方法】 

    ・地元金融機関 松本信用金庫発行の「中小企業景況レポート（四半期毎に発行）」から、 

     長野県の中信地区管内のミクロ的な景況情報を収集、また八十二銀行発行の「経済動向

（四半期毎発行）」から長野県全体の景況の情報収集を行う。 

    ・四半期毎の時系列（過去の動向結果との比較）で作成する。 

【分析を行う項目】 

    ・松本信用金庫発行の「中小企業景況レポート（四半期毎に発行）」から、長野県の中信地

区の業種別の四半期ごとの景況動向と今後の予測について調査を行う。業種別業況判断 

D.Iの推移と来季の見通しの情報を調査する。 

    ・八十二銀行発行の「経済動向（四半期毎発行）」から、長野県全域の業種別の四半期ごと 

支援内容 現状 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 

地域経済 

動向分析の 

公表回数 

０回 ４回 ４回 ４回 ４回 ５回 



８ 

 

    の景況動向と今後の予測について調査を行う。長野県全域の業種別の業種別業況判断 D.Iの 

推移と次期四半期の見通しの情報を調査する。また、観光業では長野県の県内平均客室稼働 

率、宿泊者数等も収集する。 

        

（４） 成果の活用  

  ・a,b,cの分析結果を集約（クロス）し１枚（Ａ4）にまとめて、当会ホームページで公表する。 

   また、事業計画策定に意欲的な小規模事業者に事業計画策定時の基礎資料として活用する。 

・上記の取り組みにおいて「見える化」された当地域の業種別経済動向を、全国及び長野県の動

向、長野県中信地区管内の動向と比較することで、地域経済の実態と特徴を捉えることができ

る。毎年、四半期毎に継続した調査を実施することで時系列の変化も分析でき、小規模事業者

の環境変化要因として捉え、経営指導に活用すること ができる。また、「小規模事業者景況調

査」の結果については、当会ホームページ及び会報にて広く地域の事業者へ情報提供を行って

いくと同時に経営指導員等の巡回時の参考資料とする。また、RESASを活用した地域の経済動

向分析結果も同様に、当会ホームページや会報、経営指導員等の巡 回時の参考資料とするほ

か、事業計画策定の基礎資料として活用する。 

  

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

  ・小規模事業者が新商品開発、新たなサービスを導入するには消費者ニーズを的確に把握するこ

とが重要であるが、小規模事業者にとって自社独自で消費者ニーズを把握する手段、重要性が

解らない事業者が多い。当会も需要動向調査において、補助金等の申請時に行う程度に留まっ

ている。 

 【課題】 

  ・需要動向調査の重要性について十分周知がされていなかった。 

   現在、消費者の需要動向についてその必要性を理解し情報の収集・分析を行っている小規模事

業者はほとんどいないのが現状である。当商工会においても、経営指導員が巡回訪問時に、事

業者が話す需要の動向の変化などについて受動的に聞く程度で、得られた情報についても分析

はほとんど行っておらず活用も図られていない。外部環境の変化により、従来の需要とは異な

る消費者ニーズが生じていることも考えられる。地区内の需要動向についての情報収集を行う

とともに、その情報を分析し、活用していくことが課題となる。 

 

（２）目標： 

  現 状 Ｒ7年度 Ｒ8年度 Ｒ9年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 

調査対象事業者数 1者 10者 10者 10者 10者 11者 

 

（３）事業内容： 

   

事業名 ・商品とサービス力の調査 

目 的 ・小規模事業者が提供する商品、サービス等について当該事業者を利用されて

いる顧客より評価を得ることで、顧客のニーズに合った商品、サービス提供

につなげる。 

対 象 ・地域資源を活用した新商品開発、新サービス導入に意欲的な小規模事業者。 

・販路開拓に意欲的且つ自発的な小規模事業者と新規創業者。 

・事業承継を検討されている小規模事業者 

調査の手法 ①選別された個社におけるアンケート調査（BtoC） 

 ・建設業、飲食・宿泊業、小売店を営む事業者にとって、需要動向を把握す



９ 

 

るには、自店に来店する顧客へのアンケート調査を行うことがもっとも効

果がある。 

 【サンプル数】  

・来店顧客 20人／1社当り（調査期間 1ヶ月）  

【調査手段・手法】  

・自店に来店した顧客に対しアンケート調査票を手渡し、アンケートを記入

してもらう。アンケート 調査への協力を促すため、 場合によりサンプル

品などの粗品を用意する。  

・建設業は特にリフォームを行う小規模事業者とする。 

【分析手段・手法】  

・調査結果については、経営指導員が分析を行う。また、詳細な分析が必要

な場合は専門家（長野県よろず支援拠点登録の中小企業診断士）に依頼し

共同で報告書を作成する。  

【調査項目】  

 （小売業者・サービス業者） 

・年齢、居住地、良く買う商品、味、価格、購入目的、気に入っているサー

ビスと商品、来店頻度、当社を知ったきっかけ、商品を決める重要点など 

 新商品開発を検討されている小規模事業者には、「どのような商品を希望

されているか」も追加。 

 （建設業者） 

・年齢、家族構成、価格、品質、工期、リフォームの目的、重視すること 

 築年数など 

②選別された個社におけるアンケート調査（BtoB） 

【サンプル数】  

・取引先事業者 2社／1社当り（調査期間 1ヶ月）  

【調査手段・手法】  

・自社と取引のある事業者に対してアンケート調査票を手渡し、アンケートを

記入してもらう。 

◇建設業者‥‥材料仕入れ先、元請け会社、外注先など。 

   ◇小売業者‥‥商品仕入れ先事業者、商品卸先事業者など。 

   ◇飲食業者‥‥弁当を収めている企業、ホテル、機関など。 

   ◇宿泊業者‥‥取引先旅行会社、観光協会など。 

【分析手段・手法】  

・調査結果については、経営指導員が分析を行う。また、詳細な分析が必要

な場合は専門家に依頼し共同で報告書を作成する。  

【調査項目】  

 ・当社の商品について（良い点、悪い点、価格、納期（工期）、取引条件、品

質など） 

  新商品開発を検討されている小規模事業者には、「業界の商品トレンドに

ついて」も追加。 

分析の手法 ・アンケート結果は、経営指導員、専門家、小規模事業者が連携し分析を行う。 

【BtoC】 

・アンケートの分析は項目「年齢、居住地、良く買う商品、味、価格、購入目

的など」「年代別、地域別、家族構成など」によるクロス分析を行い年代別、

地域別、家族構成等の傾向を導き出す。 

【BtoB】 

・アンケートの分析から取引先事業者が要望する課題、ニーズの抽出を図る。

課題、ニーズについては早急に課題解決が図れるよう専門家を活用して支援
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５.経営状況の分析に関すること 

  

（１）現状と課題 

 【現状】 

 ・小規模事業者の経営状況の分析に関しては、「マル経、金融支援」「税務支援」「各種補助金の申 

請書作成支援」において実施しており、一定の効果は出てはいるが、多くの小規模事業者は 

日々の業務に追われ「経営状況の分析」を行っておらずその分析手法についても理解していない 

事業者も多い。 税務支援でも小規模事業者の大半が「損益計算書」の利益の数字のみしか注力 

されず、貸借対照表を含めた総体的な財務、顧客分析等には関心が低い。また、自社の強み・弱 

みについて把握がされていないのが現状である。当商工会においても、「経営状況の分析」の必 

要性について、巡回により説明、窓口相談時での情報は発信しているが、まだ不十分な状態であ 

る。 以上のような現状を勘案すると、「３．地域の経済動向調査に関すること」の調査・分析結 

果を踏まえ、小規模事業者との「対話・傾聴」の機会を設け、経営指導員が積極的な対応を実施 

することが課題となる。 

 【課題】 

  ・現状から「３．地域の経済動向調査に関すること」の調査・分析結果を踏まえ、小規模事業者

との「対話・傾聴」の機会を捉え、経営指導員が積極的な対応を実施し、個社が自発的に経営

状況分析を行える仕組みづくりの構築が課題となる。 

 

（２）目標 

支援内容 現状 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 
セミナー開催回数 ０回 ２回 ２回 ２回 ２回 ３回 
セミナー参加者数 ０人 ２０人 ２０人 ２０人 ２０人 ３０人 

経営分析実施

事業者数 
１者 １０者 １０者 １０者 １０者 １５者 

                           ※１回１０人参加×２回＝２０人 

（３）事業内容： 

 ①集団セミナーの開催 

を行う。 

調査、分析

結果の活用

方法 

・分析結果については、経営指導員（もしくは分析した専門家）が直接事業者

に分析結果をフィードバックし、商品や提供するサービスの需要把握に活用

する。また、新規商品の開発や事業計画策定の基礎資料とする。 

・分析結果から見える課題について早急に課題解決策を講じる。 

・分析結果を事業計画策定に活用できる支援を行う。 

目 的 

・経営状況分析の重要性、活用方法を周知する。 

・事業計画策定に意欲的な小規模事業者の掘り起こしを行い、事業計 

画策定につなげる。 

対  象 

・販路開拓に意欲的な小規模事業者。 

・新商品開発、新サービス導入に意欲的な小規模事業者、新規創業者、

事業承継計画を検討される事業者 

・需要動向調査を実施した小規模事業者（10社）。 

セミナー 

内容 

・損益計算書、貸借対照表の見方。 

・各数値からできる経営分析の方法。 

・各数値が意味することなど。 
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（４）分析結果の活用 

  財務分析結果と SWOT 分析を活用し、分析結果を解りやすくまとめ、個々の事業主に巡回等で説

明を行う。 

分析結果については、当該事業者に提供し、事業者の「経営状況・課題の把握」「事業の方向性 

の明確化」に役立てるとともに、事業計画策定支援における基礎資料として活用する。また、各

デー タは事業所ごとに整理保管し、必要な場合に他の職員が閲覧することにより当商工会内の

情報共有にも役立てる。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

・現状は、各種補助金の申請時に事業計画の策定支援の提案を行う程度であるが、本来事業を安

定的に持続させていくためには事業計画を策定し、その計画に沿って事業を展開していくこと

が大事である。 

しかし、作成した事業計画は補助金申請時のみの活用になっており、将来の事業の方向性から

導かれた事業計画が作成されていないことも多いのが現状である。小規模事業者においても、

日々の業務に追われ、作成の重要性、作成方法が分からない事業者も多い。  

【課題】 

・将来の事業の方向性から導かれた事業計画を策定する事業者を発掘し、支援することが課題と

なる。また、小規模事業者に事業計画策定の意義や必要性を理解してもらう仕組みづくりの構

築が課題である。さらに、変化する事業環境に対応するため「デジタル・ITを活用した事業変 

革（DX）」に取り組まなければならない事業者も多い。そのような小規模事業者に対しての専

門知識習得、支援の方法も課題となる。 

   また、10 年先を見越した抜本的な計画ができていないことも課題である。今後は「対話・傾

聴」を重視した巡回を積極的且つ計画的に行い持続的且つ発展性につながる事業計画策定支援

を行うことが課題である。 

 

（２）支援に対する考え方 

   前述したように、「何のために事業計画を策定するのか」「なぜ事業計画が必要なのか」につい

て 小規模事業者に理解してもらい、目的意識をしっかりする必要がある。そのうえで、各事

業者が具体的で実現可能性の高い事業計画を作成し、それに沿って事業を展開することによ

り、持続的な発展を継続することが可能となる。具体的には「３．経営状況の分析」を行った

事業者の６割程度の事業計画策定を目指す。併せて、各種補助金等の申請を契機として事業計

画の策定を目指す事業所の中から、特に意欲の高い小規模事業者を選定し、事業計画策定につ

なげていく。  

 

（３）目標 

・分析項目：財務分析・売上高・経常利益・損益分岐点・顧客動向など 

・SWOT分析の方法：企業の強み・弱み・脅威・機会からクロス分析へ。 

・経済産業省の「ローカルベンチマーク」、中小機構の「経営計画つく

るくん」などのソフトの活用方法。 

参加人数 ・１回１０名×２回開催＝２０名 

募集方法 

・商工会ホームページに記載し周知する。 

・筑北村役場窓口に開催案内チラシを設置する。 

・巡回、窓口相談を通じて周知する。 

経営分析実

施事業者数 

・セミナーに参加した２０名の中で、事業計画策定に意欲的な事業者、

財務分析の重要性を理解された小規模事業者１０社を選定。 
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支 援 内 容 現状 Ｒ7年度 Ｒ8年度 Ｒ9年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 

事業計画策定 

事業者数 
５者 ６者 ６者 ６者 ６者 ７者 

ＤＸセミナー開催 ０回 １回 １回 １回 １回 ２回 

 

（４）事業内容 

  ・指導員や専門家が経営状況の分析を行った事業者、各種補助金と助成金の申請支援、金融支援、

税務支援を契機に経営分析を行った事業者などを対象とした「事業計画策定支援」を行う。 

 

① 事業計画策定支援 

  【対象事業者】 

・「３．経営状況の分析に関すること」で経営状況分析を行った小規模事業者。 

 特に新商品開発、新サービスの導入検討、販路開拓に意欲の高い小規模事業者を重点的に支

援をする。また、新規創業者、事業承継を検討されている事業者も対象とする。 

◇経営状況の分析を行った小規模事業者。 

   ◇新商品開発、新サービス導入に意欲的な小規模事業者 

   ◇新規創業者と事業承継を検討されている小規模事業者 

【事業内容】 

  ・「地域の経済状況」「需要動向調査」「経営状況の分析」を基礎資料とし、事業計画策定支援  

   を行う。 

  ・事業計画策定は経営指導員と連携し策定支援を行うが、専門家による個別支援も並行して行 

う。最終的には自ら策定できる知識を習得させる。  

必要に応じて外部専門家（中小企業診断士・税理士など）の支援を仰ぎながら具体的で実現

性の高い事業計画を策定する。 

ＤＸ化も必須の時代で、事業計画策定にはＤＸに関する取組みも計画に盛り込む。 

ＤＸセミナーへの参加に誘導する。 

② ＤＸセミナーの開催 

   ・指導員や専門家が経営分析を行った事業者を対象とした「ＤＸ推進セミナー」を開催する。  

ＤＸに関する意識の向上や基礎知識を習得するため、また実際にＤＸに向けたＩＴツールの

導入やＷｅｂサイト構築等の取組を推進していくためにセミナーを開催する。  

【募集方法】  

・参加者の募集については、会員事業者に限定することなく、「当商工会ＨＰからの情報発信」

「地区内へのセミナー開催チラシの配布」などを実施し、積極的な参加を促す。 

・経営状況の分析を行った事業者、需要動向調査を行った事業者、事業計画策定を目指す事業

者をセミナーに誘導する。  

【実施回数】 1回/年  

【日   程】 2時間×1回  

【講    師】 ＩＴコーディネーター、中小企業診断士などＩＴ技術に精通している専門家  

【対 象 者】 経営状況の分析を行った事業者、需要動向調査を行った事業者、事業計画策定を

目指す事業者 、新規創業者、事業承継を検討されている事業者 

【カリキュラム】 

         ・ＤＸについて、今後の未来予測、DX関連技術（クラウドサービス等）や具体的な 

      活用事例 （小売、建設、サービス業と業種別に） 

・クラウド型顧客管理ツールの紹介  

・ＳＮＳを活用した情報発信方法  

・ＥＣサイトの利用方法等 

・ＩＴを活用した顧客管理とその活用方法など 

・ＩＴ導入による業務改善など 
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７． 事業計画策定後の実施支援に関すること  

（１） 現状と課題  

【現状】 

・事業計画を策定した事業者には、定期的な巡回によるヒアリング等を実施してきたが、補助金

申請優先の事業計画策定支援となっている。また、事業計画策定完了後の継続支援について事

業者から相談があった場合に対応を行っていたが、伴走型支援事業において定期的な訪問の実

施は十分ではないのが現状である。また、事業計画通りに進まない事業者に対するきめ細やか

なフォローが十分行き届いていないのも現状である。 

 【課題】 

  ・事業計画通りに事業が進んでいる事業者へのフォローは引き続き行い、事業計画に支障をきた

している事業者に対するきめ細やかなフォローアップを行う体制づくりや事業計画の修正を

迅速に実施することが課題である。 

  ・事業計画策定後の支援について、計画的巡回支援を行うことが課題である。 

（２）支援に対する考え方 

   目標で設定したすべての事業者を対象とし、事業計画の進捗状況等の把握をして四半期に一

度フォローアップの回数を設定する。 

（３）目標 

支援内容 現状 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10 年度 Ｒ11 年度 

フォローアップ対

象事業者数 
０者 ６者 ６者 ６者 ６者 ７者 

フォローアップの

頻度（延回数） 
０件 ２４回 ２４回 ２４回 ２４回 ２８回 

売上増加事業者数 

（特に小売業者） 
０者 ５者 ５者 ５者 ５者 ６者 

利益率２％以上 

増加の事業者数 

（特に建設業者） 

０者 ５者 ５者 ５者 ５者 ６者 

 

（４）事業内容 

 ・計画的なフォローアップを実施するため、事業計画策定を行った事業者について事業計画チェッ  

クシート（事業者名、事業計画策定年月日、事業の方向性の概要、事業計画のチェックポイント

（売上・利益など）にまとめ、その情報を商工会職員が共有する。 

 ・売上、利益では前期（四半期毎）の売上、利益との比較も記載し増減率を明確化する。 

  また、目標値との差異も比較できる（達成率）よう明確化する。 

・事業計画チェックシートには次回の巡回訪問予定日を事前に記入（事業者と協議）し、計画的な

支援を実施する。具体的には、事業計画策定事業者には原則として四半期に一度のフォローアッ

プ訪問を実施する。 事業計画策定から日数が経ち、順調に事業が推移している事業者について

は年 2回程度の訪問とする。また、事業計画と進捗状況にズレが生じている事業者には毎月 1回

訪問を行う。事業計画策定後に新たな経営課題が発生し事業計画修正の必要が生じた場合は、上

記の訪問時に経営指導員がヒアリングを行うことで状況把握に努め、具体的な改善案について

提案を行う。また、必要に応じて長野県商工会連合会や長野県よろず支援拠点に依頼し速やかに

専門家を派遣することで指導・助言を行う。創業者に対しては専門家派遣により個別フォローア

ップを行い事業計画策定に向けた支援をする。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 
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 【現状】 

  ・地域内の人口・世帯数は多少の移住者があるものの減少傾向であり、少子高齢化などから当地

域内での需要は大きく減少している。近隣市町村の大型店の進出、インターネット通販の普及

など、小規模事業者にとって厳しい経営環境となっている。 

  ・年 1回、新そばの収穫に合わせて「筑北村商工祭（そばを提供するブースがある）」を開催し、

地元事業者が出店して賑わいを創出しているが、事業者にとっては、さほどメリットがない。

長年継続できたこともあり、これから事業者の持続的発展を検討する中、少しずつではある

が、他店にはない商品（地場の特産を活用など）を商品化する店舗も出てきており商工祭プラ

スマルシェ（情報発信の場）への変更や村外での物品ＰＲ等の検討が必要である。 

 

 【課題】 

  ・当地域内の小規模事業者は、積極的に販促活動を行っていない場合も多い。特に、ＩＴ技術や

Ｗｅｂを利用した販路開拓にはＤＸの推進が必要であるということを理解・認識してもらい、

取組を支援していく必要がある。 

  ・地域の課題として少子高齢化、特に小売業者の事業後継者不在率が高いといった課題があり 

   地元住民の買い物支援の必要性が高まっている。 

（２）支援に対する考え方 

  ・販路開拓支援として、個者のＥＣサイトの構築、小規模事業者の知名度の向上及び販路開拓、

売上増加を図る。また、ＤＸセミナーに向けた取組として、データに基づく顧客管理や販売促

進、ＳＮＳ情報発信、ＥＣサイトの利用等、ＩＴ活用による営業活動などの導入にあたっては

必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど事業者の段階に合った支援を行う。 

  ・小規模事業者が独自に実施することが難しく、かつ売上拡大効果（新たな需要拡大）が高い取

り組みの支援をする。特に、地域内の小規模事業者の多くはＩＴを使った販路開拓等が遅れて

いることから、ＩＴを活用した販路開拓として、ＳＮＳを活用した販売促進の支援を実施す

る。 

 

（３）目標 

 現状 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 

商工祭マルシェ

（BtoC） 
１回 １回 １回 １回 １回 １回 

出店者数 ５者 １０者 １０者 １０者 １０者 １０者 

売上高／社 ３万円 ５万円 ５万円 ５万円 ５万円 ５万円 

なんでも相談会 

（BtoB） 
０名 ５名 ５名 ５名 ５名 ５名 

成約数 ０者 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

ＳＮＳを活用し

た販売促進の支

援事業者数 

― ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

売上上昇率 ― ３％ ３％ ３％ ３％ ３％ 

 

（４）事業内容 

①商工祭をレベルアップした「マルシェ」の開催（BtoC） 

事 業 名 筑北村商工祭＆マルシェ（仮称）による新たな需要開拓事業 

目   的 

自社の商品、サービスをＰＲ、提供する機会を設け、新規顧客の開拓を行 

うことで売上、利益増加を図る。 

筑北村商工祭＆マルシェ（仮称）を機に、今後各展示会に積極的に出展で 



１５ 

 

  

②住宅何でも相談会（BtoC） 

きる機会を設ける。 

概   要 
自社のＰＲを兼ねた物品販売を行い、地域住民や村外に向けて、新商品・

新サービス・新技術等の認知度の向上を図る。 

支援対象者 

事業計画策定を実施した小規模事業者 

販路開拓に意欲のある小規模事業者（小売業、飲食業、建設業（特にリフ 

ォーム関連）、農業生産者） 

新規創業者（創業後１年以内の事業者） 

来場者数 【既存来場者数 500人】 ⇒ 1,000人（内支援者数：１０者 

想定する顧客 BtoC(筑北村、麻績村、安曇野市住民) 

支援内容 

①自社の強みのＰＲ 

 ・事業計画書を基に、チラシ作成支援、ＩＴ活用（ＳＮＳ,ホームページ 

等）支援 

②販売促進支援 

 ・想定される顧客層の分析とＰＲする商品、サービスアイテムの選定 

 ・想定する顧客層 

③顧客分析支援 

 ・顧客対象のアンケートの作成支援とアンケート結果の分析支援。 

④分析結果から抽出された課題についての支援（専門家派遣）。 

⑤①～④を踏まえ、継続的に顧客獲得状況等の確認、支援を行う。 

成果の活用 
顧客分析から顧客のニーズを抽出し今後の商品開発、販売促進の手法等に 

活用する。 

成   果 自社の強みをＰＲすることで新規顧客獲得が図れること。 

事 業 名 建設業者による住宅何でも相談会の開催による販路開拓事業  

目   的 
日頃自社のＰＲを行う機会のない小規模事業者（建設業者）にＰＲの機会を

設け、新規顧客獲得を図る。 

課   題 

工業部会・松筑建設労働組合合同により、毎年 7 月に開催している住宅デ

ーは公共施設（小中学校・保育園）のみの工事であり、建設・建築業者にメ

リットがない。また、自社でＰＲする機会がない。 

課題改善 

上記「筑北村商工祭＆マルシェ（仮称）」と同日に開催し村内建設業者個社

が自社のＰＲを行うことで、新規顧客（地域住民）獲得を図る。地域住民へ

のＰＲの機会を設ける。 

支援対象者 

◇事業計画策定を行った建設事業者 

 ・特にリフォーム、水道工事等を行う小規模事業者 

◇販路開拓に意欲的な建設事業者 

支援者数 【既存来場者数 500人】 ⇒ 1,000人 （内支援者数：５者） 

想定する顧客 
◇筑北村、麻績村、安曇野市の住民（特に高齢者と移住者） 

◇空き家、空き店舗を活用する新規創業者 

支援内容 

①自社の強みのＰＲ 

 ・自社の強みと市場ニーズを加味し、チラシ作成支援（施工例写真など）、

ＩＴ活用（ＳＮＳ,ホームページ等）支援を行う。 

②販売促進支援 

 ・想定される顧客層の分析とＰＲする商品、サービスアイテムの選定 

③顧客分析支援 
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③SNSを活用した販売促進支援（BtoC・BtoB） 

 

Ⅱ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

  

（１）現状と課題 

 【現状】 

 ・現在、経営発達支援事業の取り組みについて、理事・監事の内部有識者及び中小企業診断士等の

専門家の外部有識者を交えた検討会を年 1 回開催し見直しを行っている。一定の評価は得たも

のの、計画の達成率が低くＰＤＣＡサイクルを適切に回す仕組みが維持できていない。 

④顧客分析による販売促進支援 

成果の活用 
・顧客ニーズを把握する機会であり、顧客ニーズを把握し今後の販売促進 

 の手法に活用する。 

成  果 

・小規模事業者（建設業者）が今後自ら販売促進を行う仕組みづくりを構築 

できること。 

・ＰＲの機会を活用することで自社の「強み」のＰＲができ新規顧客獲得に

つながること。 

事 業 名 ＳＮＳを活用した販売促進支援事業 

目   的 

ＤＸ化は急速に浸透しており、今後販売促進を行う際に必須である。 

また、少子高齢化、小売業者を始め小規模事業者の後継者不在といった外

部環境の変化に対応すべく、今後ＳＮＳを活用した販売促進を積極的に行

い、情報発信を積極的に行うことで、売上増加を図り事業の持続的発展と

経営の安定化を図る。 

支援対象者 

事業計画策定を実施した小規模事業者（特に小売業者、飲食業者、建設業 

者）建設業者は特にＳＮＳ、ホームページの活用がされていない事業者が 

多いため、巡回時にＳＮＳ活用について説明を行う。 

販路開拓に意欲のある小規模事業者 

新規創業者（創業後 1年以内の事業者） 

想定する顧客 
BtoC（村内、村外住民、ネット購入を希望される方） 

BtoB（村外の事業者） 

支援内容 

① 巡回時と事業計画策定支援時にＳＮＳの活用状況の聞き取り把握を行

う。 

② チラシを活用してＳＮＳ支援内容の PRを行い、掘り起こしを行う。 

③ ＳＮＳの現状把握と現状及び今後の活用レベルに合わせて専門家派遣

を実施する。ＳＮＳの立ち上げから、動画配信の設定、ＥＣサイトの構

築が想定される。併せてＩＴ導入の支援も行う。 

ＩＴ導入は電子決済、予約注文システム導入、エアレジ導入等が想定さ

れる。 

※ＳＮＳ支援実施後は、四半期毎に状況確認を行う。 

 ・ＳＮＳを活用する上での課題の抽出⇒専門家による課題解決支援実施。 

 ・ＳＮＳを活用する上で「売上、利益の増減」「顧客の状況分析」「商品売

上順位」「顧客の反応（声）」の情報収集を行い、成果について報告書

を作成し説明を行う。 

成  果 
・ＳＮＳを活用することで顧客範囲が拡大し、売上、利益増加につながる 

こと。 
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 【課題】 

 ・今後は年２回の検討会の実施により計画の見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルを適切に回す仕組み

づくりを構築する。 

（２）事業内容 

  ◇<４月検討会>当商工会役員・法定経営指導員・外部有識者（中小企業診断士などの専門家・筑

北村観光課長）により構成された検討会を 4月頃に 1回目の検討会を開催し、年度の事業実施

内容の報告と承認を受ける。 （Ｐｌａｎ、Ｄｏ）  

   進捗率は、実施件数／目標件数でパーセンテージで報告する。 

◇ <年度末検討会>年度末に第２回目の検討会を開催し、事業の実施状況、成果などを報告する。

（Ｃｈｅｃｋ）  

◇ 検討会において、その内容を検討し、成果の評価・見直し方針を検討し、見直し案の提示を

行う。（Ａｃｔｉｏｎ）  

◇ 検討会において作成された評価・見直し案については、当商工会理事会へ報告し承認を受け

る。  

◇ 事業の成果・見直しの結果については、その内容を商工会 HPにおいて公表する。（Ｐｌａｎ） 

   以上、ＰＤＣＡサイクルを適切に回す仕組みづくりを行う。 

 

１０.経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

  ・長野県商工会連合会主催の参加義務のある各種研修会において、各経営指導員が知識の習得や

資質の向上に取り組んでいる。しかし、経営指導員間での知識の共有が図られていないため、

ベテラン指導員と若手指導員の支援能力にバラツキが生じている。また、経営指導員の支援能

力向上のみに重点が置かれ、その他の職員（経営支援員・記帳職員）も含めた組織全体のレベ 

ルアップが意識されていない。 

 【課題】 

  ・経営指導員の知識の共有のための仕組みを構築するとともに、組織全体のレベルアップを図る

ことが課題となる。 

 

 （２）事業内容 

   ① 外部機関等主催の研修会等の積極的活用  

・経営指導員及び経営支援員等の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する「経

営指導員研修」及び長野県商工会連合会主催の各種セミナーに対し、計画的に経営指導員

等を派遣する。  

中小企業大学校が実施する「事業計画策定セミナー」への参加を優先的に実施し、支援力

向上を図る。  

・地域小規模事業者のＤＸ化の推進への対応にあたっては、経営指導員及び補助員、一般職

員のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のよう

な DX推進取組に係る相談・指導能力の向上のためのセミナーへも積極的に参加する。 

 長野県ＤＸ推進課主催の「信州デジタルトランスフォーメンションオンラインセミナー」

等に積極的に参加する。 

・具体的には、次の方法により、個者支援及び地域支援のスキルや、支援ノウハウを組織内

で共有し資質向上を図る。 

 

②経営支援グループ「※筑摩野エリア」での各商工会との連携強化。 

・エリア 5商工会の支援事例について協議。 
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③経営支援グループ「筑摩野エリア」での職員向け研修会の検討と実施。 

・日頃の支援傾向等から必要な研修会内容を協議し、実行する。 

・想定される研修会内容は「ＤＸ化、ＩＴの活用、RESASなどの活用方法など」。 

 ④各種研修会への参加 

    ・長野県商工会連合会主催の研修会から総合的な必要スキルを習得し、専門分野別研修会で 

更に専門知識の習得を図る。 

  
 

⑤専門家及び上席専門経営支援員との連携 

・専門家派遣で共同で支援を行う際に専門家から知識、ノウハウ等の習得を図り報告書を作

成職員間で共有を図る。 

  ⑥情報のデータ化と共有化 

    ・経営指導員は商工会基幹システムに事業者ごとの支援内容を詳細に入力する。基幹システ

ムは当商工会の職員であれば誰でも閲覧できるため、担当指導員が不在の場合でも事業者

への対応が可能となる。また、効果のあった支援内容や注意すべき失敗事例については事

業者情報をプリントアウトし全職員がいつでも活用できるよう共有化を進める。ファイル

内容については毎年見直し、当商工会の支援ノウハウとして蓄積する。 

 ・仕組みづくりの構築では、属人化を無くし職員全員、見える化を図り支援力のアップを 

  目的に行う。 

   「業務をすべて洗い出して分類する（見える化）⇒仕組み化する仕事に優先順位をつけ 

    る⇒仕組みを構築する⇒定期的に改善する」を繰り返し行う。 

 

１１．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 （１）現状と課題 

  【現状】 

   現状は、平成２５年度より買い物弱者対策事業（移動販売車）困難地域の高齢者等を対象に、

商工会が事業主体となって移動販売車の運行による生鮮食料品や日用雑貨の販売を行ってい

る。買い物弱者対策（移動販売車）については、年々住民にも認知されているが利用者は減少

してきているが、売上については、横ばいに推移している。地域振興は毎年７月に村が主体と

①長野県商工会連合会主催の研修

②筑摩野エリア主催の研修

③関係機関との連携

・経営一般

・事業計画、需要動向等の収集の研修

・直近で必要とされている内容の研修

・地域的に必要とされている内容の研修

・地元金融機関 ⇒景況動向の情報収集

・長野県よろず支援拠点 ⇒共同支援による専門家の知識習得

・長野県事業引継ぎ支援センター⇒事業マッチングの共同支援

・税理士会 ⇒ 財務便席に関する研修会実施。

※「筑摩野エリア： 

 ・長野県では各地区を複数の商工会によるエリアを設定し広域支援体制を行っている。 

筑摩野エリアは「筑北村商工会、麻績村商工会、松本市波田商工会、山形村商工会、 

朝日村商工会」の 5 つの商工会で形成されている。 
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なって開催している夏祭りに参加するほかに、１１月の筑北村商工祭については企画運営して

いる。筑北村夏まつりは、実行委員会（委員として委嘱されている）組織で参加、当日は出店

者としても参加している。 

  【課題】 

   ・小売業者の高齢化による廃業、後継者不足による廃業が増加している。比較的若い年齢層は

近隣（松本市、安曇野市、大町市など）へ買い物に出かけるが、自動車の運転に自身のない

高齢者は地元での買い物に頼るしかない。 

    当会主導で行っている移動販売車の仕入れ先は地元業者から仕入れを行っており、地元小

規模事業者にとっては多少なり有益となっているが、現在村の高齢化比率は年々上昇傾向で

あるが、移動販売車まで来ていただける高齢者（来店者数）と連動していない。今後高齢者

等の利用率を上げていくことが課題である。 

 

 

       筑北村商工会：移動販売車への来店者数の推移 

年 度 来店者数（延べ人数） 

２５年度 １，６０８人 

２６年度 ３，５５０人 

２７年度 ３，２５９人 

２８年度 ２，９４０人 

２９年度 ３，０９２人 

３０年度 ２，８４９人 

１年度 ２，８６０人 

２年度 ３，２５０人 

３年度 ２，８７８人 

４年度 ２，５８６人 

５年度 ２，３９０人 

     

 
（２）事業内容 

①買い物弱者対策事業の支援 

  引き続き買い物弱者対策事業（移動販売車）困難地域の高齢者等を対象に、商工会が事業主体と

なって移動販売車の運行を継続していくが、介護施設を運営する村内のＮＰＯ団体（特定非営利

活動法人本城）や筑北村社会福祉協議会とも連携して、高齢者の安否確認（筑北村認知症高齢者

等徘徊SOSネットワーク事業）など公共的な地域見守り隊の役割も併せて担っていく。 

筑北村全体を考えると、買い物弱者対策事業は今後より重要な位置づけになると認識できるの

で、商工会としても新たなシステムづくりを構築するために検討委員会を半年に１回開催する。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年１１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発

達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体

制 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経

営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名：中斎洋一 

■連絡先：筑北村商工会 ℡0263-66-2444 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

    経営発達支援事業の実施・実施に係わる指導及び助言、目標達成に向けた進捗 

管理、事業の評価・見直しをする際の必要な情報提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

   〒３９９－７６０１ 

   長野県東筑摩郡筑北村坂北２１９１－１ 

   筑北村商工会 

   ＴＥＬ：０２６３－６６－２４４４  ＦＡＸ：０２６３－６６－３１１６ 

   E-mail：chikuhoku-sci@go.tvm.ne.jp 
 

〒３９９－７５０１ 

   長野県東筑摩郡筑北村西条４１９５ 

   筑北村 観光課 

   ＴＥＬ：０２６３－６６－２３１３  ＦＡＸ：０２６３－６６－３０１０   

   E-mail：kanko@vill.chikuhoku.lg.jp 

 

mailto:chikuhoku-sci@go.tvm.ne.jp
tel:０２６３－６６－２３２６
mailto:kanko@vill.chikuhoku.lg.jp
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11年度 

必要な資金の額 ５００ ５００ ５００ ５００ ５００ 

 

セミナー開催費 

調査研究費 

販路開拓費 

資質向上費 

２００ 

１００ 

１００ 

１００ 

２００ 

１００ 

１００ 

１００ 

２００ 

１００ 

１００ 

１００ 

２００ 

１００ 

１００ 

１００ 

３００ 

３００ 

３００ 

１００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

商工会費、筑北村補助金、伴走型補助金、県補助金など 

 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


